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施 工 位 置

工 期

地　内脇方外氷　見　市

当 初 着 手 令和8年　月　日

437,100

当 初 完 了 令和9年3月10日

変 更 着 手

設 計 金 額 ¥4,808,100 （ 内消費税額

変 更 完 了



消 費 税 内 訳 書

費　目
本　工　事　費   備　　　考

内　　容

工　事  価  格 円

消  費  税  額 円

対 象 工 事 費 円4,808,100

437,100

4,371,000



　防舷材取付工 15 基

　埋込栓取付工 15 組

地　内市営漁港防舷材整備工事

≪工事概要≫

¥4,808,100
令 和 8 年 月 日 ～

脇方外

宇波漁港、女良漁港

令 和 9 年 3 月 10 日

氷 見 市

工                  期



・施工位置図

宇波漁港

女良漁港
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市営漁港防舷材整備工事 －特記仕様書－  

 

 

  この特記仕様書は、氷見市公共工事特記仕様書（共通編）に定めのない個別事項について定めるものとする。 

 

第１条 工事の内容 

 １ 目 的 

この工事は、市営漁港長寿命化事業として、宇波漁港及び女良漁港の施設整備工事を行うものである。 

２ 工事施工場所 

氷見市 脇方外 地内 

３ 工事概要 

設計図書のとおり。 

 

第２条 週休２日工事（発注者指定型（現場閉所）） 

 １ 本工事は、週休２日に取り組む工事とする。 

 ２ 工事の実施にあたっては、「週休２日工事」試行要領（令和８年６月富山県土木部）に基づくものとする。 

 

第３条 余裕期間制度（フレックス方式）対象工事 

１ 本工事は、円滑な工事施工体制の確保を図るため、全体工期の範囲内で受注者が工事の始期及び終期を設定することができる工事であり、氷見 

 市建設工事に係る余裕期間制度（フレックス方式）試行要領に基づき実施するものとする。 

２ 工事の始期の期限は契約日の翌日から 90 日以内、工事の終期の期限は令和９年３月１０日とする。 

３ 受注者は工事の始期後 14 日以内に施工計画書を受注者に提出するものとする。 

４ 受注者は工事の始期後速やかに退職金制度届出書を発注者に提出するものとする。 

５ 余裕期間内に行う資機材の準備及び技能労働者の手配などの準備に必要な現地の立ち入り（工事着手以外の行為）については、発注者に了解を 

 得るとともに関係法令等に基づく必要な手続きを行うものとする。 

６ 受注者が工事の始期及び終期を設定する場合、契約締結前に工事の始終期通知書により工事の始期及び終期を担当部署に通知するものとする。 

７ その他この特記仕様書に記載のないことについては、氷見市建設工事に係る余裕期間制度（フレックス方式）試行要領によるものとする。 

 

第４条 工事書類の簡素化の試行について 

１ 本工事は、工事書類の簡素化を目的とした試行対象工事である。 

２ 試行は、工事書類の簡素化試行要領（令和８年４月富山県土木部）に基づき実施するものとする。 

３ これらに定められていない場合は監督員と協議するものとする。 
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第５条 現場条件 

１ 丁張りの確認等必要に応じて、地元関係者の立会いを求めるものとする。その際の協議内容を記録として提出するものとする。  

２ 公道からの出入り等工事期間中の交通対策等については、工事の着手に先立ち道路管理者及び警察署に届出を行い、必要に応じ交通整理員を配

置しなければならない。また、生活道路、作業道路の確保、安全対策について関係者と十分協議しなければならない。その際の協議内容を記録

として施工計画書に添付するものとする 

３ 工事箇所に存在する地下埋設物については、工事の着手に先立ち地下埋設物管理者と綿密な連絡をとり十分協調を保つとともに、工事の施工方

法、埋設物の防護方法等について協議して施工しなければならない。この協議の記録を、書面をもって監督員に報告しなければならない。また、

設計書に明示されていない埋設構造物が判明および発見されたときは、各管理者および監督員に報告し協議しなければならない。 

４ 湧水及び用排水については、利用状況を把握し、現況機能の確保及び処理方針を検討し、書面をもって監督員に報告しなければならない。この、

検討結果により必要に応じて排水ポンプを設置するものとする。 

５ 苦情・要望等があった場合、書面をもって監督員に報告しなければならない。ただし緊急を要する場合は、書面に先立って口頭での報告を優先

するものとする。 

６ 舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断機械等により回収するものとする。回収された排水に

ついては、適正に処理するものとし、必要な経費については、監督員と協議の上、設計変更の対象とする。 

  ここで、「適正に処理」する際には、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、産業廃棄物の排出事業者（受注者）が産業廃棄物の処

理を委託する際、適正な処理のために必要な廃棄物情報（成分や性状等）を処理業者に提供することが必要である。 

  なお、受注者は、排水の処理に係る産業廃棄物管理票（マニフェスト）について、監督員から請求があった場合は、提示しなければならない。 

 

第６条 建設リサイクル法の対象建設工事（建設リサイクル法対象工事の場合）  

 １ 本工事は、建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律（以下「建設リサイクル法」という。）の対象建設工事であり、特定建設資材につい

て分別解体等及び再資源化等を実施するものとする。 

２ 受注者は、建設リサイクル法１２条に基づき、施工計画書に以下の内容を明記し、監督員へ説明するものとする。 

   ・解体工事である場合は、解体する建築物等の構造 

   ・新築工事等である場合は、使用する特定建設資材の種類 

   ・工事着手の時期及び工程の概要 

   ・分別解体等の計画 

   ・解体工事である場合は、解体する建築物等に用いられた建設資材の量の見込み 

３ 本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、以下の積算条件を設定しているが、工事請負契約書「６ 解体工事に要す

る費用等」に定める事項は契約締結時に発注者と受注者の間で確認されるものであるため、発注者が積算上条件明示した以下の事項と別の方法

であった場合でも変更の対象としない。 

   ただし、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、監督員と協議するものとする。 
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① 分別解体等の方法       

工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
工
法 

工程 作 業 内 容 
分別解体等の方法 

（解体工事のみ） 

① 仮設 仮設工事      □有■無 
□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

② 土工 土工事       □有■無 
□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

③ 基礎 基礎工事      □有■無 
□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

④ 本体構造 本体構造の工事   □有■無 
□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑤ 本体付属品 本体付属品の工事  □有■無 
□ 手作業 

□ 手作業・機械作業の併用 

⑥ その他 

（     ） 
その他の工事    ■有□無 

□ 手作業 

■ 手作業・機械作業の併用 

 

② 再資源化等をする特定建設資材廃棄物の種類及び再資源化施設の場所 

特定建設資材廃棄物の種類 再資源化施設の場所 運搬距離 

   

   

  ※上記②については積算上の明示条件であり、再資源化施設を指定するものではない。 

   なお、受注者の提示する施設と異なる場合においても設計変更の対象としない。 

ただし、施設の受入が困難な場合等、受注者の責によるものでない事項についてはこの限りではない。 

４ 受注者は、特定建設資材の分別解体等・再資源化等が完了したときは、建設リサイクル法１８条に基づき、以下の事項を書面に記載し、監督員

に報告する。なお、書面は「建設リサイクルガイドライン（富山県土木部）（平成１４年６月）」に定めた様式１〔再生資源利用計画書（実施書）〕

及び様式２〔再生資源利用促進計画書（実施書）〕を兼ねるものとする。 

   ・再資源化が完了した年月日 

   ・再資源化をした施設の名称及び所在地 

   ・再資源化に要した費用 

５ 受注者は、処理の一連の流れを証するものとして完成時に以下の書類を提示するものとする。 

① 廃材の積込写真（車番、最大積載量が確認できるもの ： 対象 抽出） 

② 仮置がある場合は、仮置場への搬入状況及び処分地へ搬出する際の廃材積込写真（車番、最大積載量が確認できるもの ： 対象 抽出） 
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③ 処分地への搬入状況（処分地がわかるもの ： 抽出） 

④ 産業廃棄物管理票（マニュフェスト）Ｅ票の写し及び集計表（対象 ： 全数量） 

 

第７条 工事材料 

１ ＪＩＳ規格品については使用前に材料使用届を提出するものとし、それ以外は使用承認願いを提出し監督員の承認を得なければならない。 

２ 本工事に使用する資材等は、品質が水準以上であり、かつ価格が適正である場合には県内地場産品を優先使用するものとする。 

３ 資材搬入計画を施工計画書に明示するものとし、必要に応じてメーカーからの出荷予定表を添付する。 

４ 資材検収については、監督員の指示したものを対象とする。 

１）コンクリート （生コンクリートを使用する工事の場合） 

１ 配合 

使用目的別の配合諸元は、次表のとおりとする。 

番号 
呼び強度

（N/mm2） 
スランプ 

(cm) 

粗骨材の

最大寸法 

(mm) 

Ｗ／Ｃ 

(%) 
Ｃ 

(kg/m3) 
セメント

の種類 
使用目的 

許容圧縮強度 

（δca） 

設計基準強度 

（δck） 

１          

          

          

２ 水セメント比 

コンクリートの水セメント比は、前条コンクリート配合を遵守すること。指定した呼び強度に対して、水セメント比が確保できない場合は、

上位規格を用いるものとする。 

  

２）再生材の利用 （砕石を使用する工事の場合） 

   次表の基礎砕石及び裏込材には再生砕石を使用するものとする。品質については、「コンクリート副産物の再利用に関する用途別暫定品質基準

（案）」に基づくものとする。 

  なお、再生砕石の入手が困難な場合は、監督員と協議のうえ砕石（新材）に変更できるものとする。 

工  種 品  種 使用箇所  

    

 











漁港番号 種別 所管 事業主体 管理者 施行場所

　宇 波 漁 港    事業計画平面図 2310070 第１種 本土 氷見市 氷見市 氷見市脇方

平成28年度までに完成した施設

平成29年度分

平成30年度分

平成31年度要求分

平成32年度以降の事業計画

その他の事業により平成30年度までに施工済みの施設

その他の事業による平成31年度以降計画

凡例

市単独整備事業

防舷材取付N=１４箇所



漁港番号 種別 所管 事業主体 管理者 施行場所

女良漁港　事業計画平面図 2310090 第１種 本土 氷見市 氷見市 氷見市中波

東
防
波
堤
L=
59
.2
m

東防波堤L=9.7m

西防波堤L=11.8m

７号護岸 L=19.8m

１１号護岸 L=6.0m

西護岸 L=259.9m
東護岸 L=121.7

m

東
護
岸
 
L
=
6
5
.
3
m

１号物揚場 L=58.0m

３号物揚場 L=80.9m

１号船揚場 L=47.0m

１号道路 L=138.0m

２
号
道

路
 
L
=
4
7
.
5
m

３
号

道
路

 
L
=
3
2
9
.
4
m

泊地

航路

４
号
道

路
 
L
=
1
4
5
.
5
m

①

②

③

④

⑤

⑨

⑩
⑪

⑬

⑯

⑱

⑲

⑳

㉑

㉒

⑥
⑦

⑧

⑰

４
号
物

揚
場

 
L
=
5
0
.
8
m

２号物揚場 L=113.3m

⑭

⑮ ⑫

５
号
物

揚
場

 
L
=
4
5
.
8
m ㉓

市単独整備事業

防舷材取付 N=１箇所



参考図
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取付数量表

漁港名 数量(基)

女良 1

宇波 14

防舷材長さ(Ｌ)

900

800


